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はじめに 
 

近年、気候変動、生物多様性、水やエネルギー資源の枯渇など様々な環

境問題に対応するため、環境保全の取り組みがますます重要になってまい

りました。 

YOKOGAWA グループは、かけがえのない地球の環境保全が人類共通の

最重要課題であることを認識し、企業活動と地球環境との調和をはかる環境

経営の取り組みを経営の最重要課題の一つと位置づけております。企業活

動のあらゆる面で持続可能な社会の構築に貢献するという環境理念の下、

「グリーン調達ガイドライン」を作成し、グリーン調達活動を進めてまいります。 

資源循環型社会の構築のため YOKOGAWA グループの対応策の一つとし

て、『環境調和型製品の提供』を目標として活動を推進しております。 

この目標達成のためには、YOKOGAWA グループが調達する材料、部品、

その他の資材が、環境規制を順守し、環境負荷低減に適していることが不可

欠なことは、改めて申し上げるまでもありません。 

このような背景から、YOKOGAWAグループは 

 

「環境負荷の少ない資材調達＝環境調和型製品提供」 
 

を基本に、環境に配慮したグリーン調達活動を積極的に推進して行きたい

と考えております。 

お取引先様に YOKOGAWA グループのグリーン調達にご理解いただきまし

て、皆様と共にグリーン調達を推進してまいりたいと存じます。皆様のご支

援、ご協力の程よろしくお願い致します。 
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1. 目的 

この「YOKOGAWA グループ グリーン調達ガイドライン」は YOKOGAWAグループ各社

が持続可能な社会の構築に貢献するために、お取引先様から物品及びサービスを調達

する時の基準を示し、法令の順守と環境負荷低減を図ることを目的とします。 

 

2. 基本方針 

YOKOGAWAグループは地球環境保全のために、調達する物品及びサービス全てにお

ける調達基本方針を次の通り定めます。 

 

 

3. 適用範囲 

YOKOGAWAグループが生産する製品を構成する部品、材料、取説、梱包材など当グ

ループの調達品全てに適用します。当グループが第三者に設計・製造を委託し

YOKOGAWAグループ商標を付して販売する製品・部品に対しても適用します。 

 

4. 要求事項 

 4-1. 法令等の順守 

EU REACH規則等の化学物質規制や汚染防止に関する規制などの法律、規制、協

定及び業界の指針等の順守をお願いします。 
 

 4-2. お取引先様の環境への取り組みについて 

お取引先様には、環境マネジメントシステムとして ISO14001 の認証取得またはエコ

アクション 21や KES等の第三者認証を取得されていることを推奨事項とさせていた

だきます。認証等の取り組みが難しいお取引先様におかれましては、次の項目の取り

組みに関して実施をお願いします。 

  

1. 環境保全度の高いお取引先様とのお取引を優先しま

す。 
 

2. 有害物質を含まない、環境負荷の少ない材料、部品、

製品を優先的に調達します。 
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1) 環境保全に対する企業理念及び方針を策定する。 

2) 環境保全に対する中期の目的及び単年度の目標を策定する。 

3) 目的・目標を達成するための手段、方法及び計画を文書化する。 

4) 該当する法規制を文書化し、管理する。 

5) 事業に関わる全ての従事者に対して教育・啓蒙を行う。 

 

 4-3. 部品及び材料等への要求事項 

YOKOGAWAグループ管理物質のレベルを以下の 4つとします。各物質は別資料

「製品含有管理化学物質一覧」に記載します。 

禁止物質 1 ：グローバル共通の含有禁止物質 

禁止物質 2 ：国、地域による含有禁止物質 

（EU RoHS指令対象物質を含む濃度閾値等による含有禁止物質） 

禁止物質 3 ：使用用途別による含有禁止物質 

管理物質   ：EU REACH 規則 SVHC（高懸念物質）を含む含有量を把握する物質 

 

       禁止物質 1,2は含有する部品および材料等の調達品を納入することを禁止いたし

ます。 

禁止物質 3は用途制限のある物質なのでその制約内での含有は認めます。管理

物質（含有量を把握する物質）は、含有を禁止していませんが、新たな法律の制定や

社会情勢により禁止物質あるいは制限物質となりうる物質であるため、代替物質への

変更をお願いいたします。 

なお、本内容の物質以外でも法律等で禁止している物質の使用および含有を禁止   

      いたします。 
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禁止物質の対象法規 

化審法 第一種特定化学物質 

労働安全衛生法 製造禁止物質   

EU RoHS指令、EU ELV 指令、各国 RoHS 

EU包装およびその包装廃棄物指令 

米国包装材重金属規制 

EU電池指令 

毒物劇物取締法 特定毒物 

EU REACH規則 Annex XVII制限物質 

モントリオール議定書オゾン層破壊物質 

ストックホルム条約 附属書 A 掲載物質（EU POPs規則） 

シップリサイクル条約（表 A 掲載の禁止物質） 

EU シップリサイクル規則（ANNEX I掲載の禁止・制限物質） 

米国 TSCA（有害物質規制法） 

 

 

管理物質の対象法規等 

EU REACH規則 SVHC（高懸念物質） 

EU REACH規則 Annex XIV 認可物質             

EU REACH規則 Annex XVII制限物質             

EU CLP規則 

労働安全衛生法 製造禁止物質 

労働安全衛生法 表示・通知対象物質 

化審法 第二種特定化学物質 

化審法 監視化学物質 

毒物劇物取締法 毒物 

毒物劇物取締法 劇物 

化管法 特定第一種指定化学物質 

化管法 第一種指定化学物質 

化管法 第二種指定化学物質 

シップリサイクル条約（表 B掲載の有害物質） 

EU シップリサイクル規則（ANNEX II掲載の IHM記載物質） 

IEC62474 (JIG) 

EU WEEE 指令 

カリフォルニア州法”過塩素酸塩の取扱いに関する規則” 

chemSHERPA管理対象物質（最新版）の上記以外の物質 
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（GADSL規制物質を含む） 

その他の管理物質（EU廃棄物枠組み指令（Waste Framework 

Directive(2008/98/EC, 2018/851)）、フィリピン 2002 年包括的危険

薬物法、2012年特定有害物質禁止規則(カナダ)等の法規に含まれ

る物質等） 
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4-4. 含有禁止の適用除外について 

禁止物質のうち、EU RoHS指令適用除外用途の場合は含有とみなしません。適用除

外用途の一覧を別資料「RoHS 指令適用除外用途項目一覧」に記載します。ただし、常

に EU RoHS指令の適用除外用途の最新状況を把握し、適用除外用途項目が失効する

前に、速やかに代替物質への変更をお願いします。 

 

 4-5. 調査書等の提出 

お取引先様には、以下へのご対応をお願いします。 

 4-5-1. 環境保全調査書 （付表 1） 

必要に応じて、基本的な環境保全活動の取り組み調査を実施しますので、ご回

答をお願いします。 

 

4-5-2. グリーン調達調査 

4-3項 部品及び材料等への要求事項により、以下の内容に沿って含有化学

物質情報の提供をお願いします。 

1) 含有化学物質情報の提供 

YOKOGAWA グループに納入している部品及び材料、取説、梱包材など

調達品すべてについて、含有化学物質情報をご提供ください。 

2) 情報提供いただく形式 

含有化学物質情報の提供には、基本的に、アーティクルマネジメント推進

協議会（JAMP）が提供する chemSHERPA フォーマット（最新版）をご使用く

ださい。 

chemSHERPA-AI フォーマット（成形品）の場合、基本的に、成分情報と遵

法判断情報の両方についてご回答ください。 

chemSHERPA-AIの依頼者製品情報を変更・削除しないでください。 

材料/調剤品/塗料等の場合には、揮発成分を除いた残留物を対象とし

て把握するため、“密度 (g/cm3，g/mm3)”の情報を必要に応じてご提供い

ただく場合があります。 

材料 /調剤品 /塗料等については、 chemSHERPA-AI の代わりに

chemSHERPA-CIによる回答も可能です。 

chemSHERPA に関する詳細は、下記のホームページをご参照ください。 

 https://chemsherpa.net/ 

 4-5-3. EU RoHS適合及び横河禁止物質不使用証明書 

必要に応じて個別にお願いする場合があります。 

  

https://chemsherpa.net/
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5. 評価基準 

グリーン調達について次の評価基準を設けます。 

1) 従来の品質（Q）、価格（C）、納期（D）の指標に、環境（E）指標を加えてお取引先様を評

価します。 

2) 環境（E）指標に関して、環境保全調査とグリーン調達調査対応により評価いたします。 

 

6. 運用 

1) 環境保全度の高いお取引先様とのお取引を優先します。 

2) 有害物質を含まない環境影響の少ない部材・部品・製品を優先的に調達します。 

3) 調査に基づき、環境保全協力の依頼をお願いする場合がありますのでご協力をお願 

いします。 

4) お取引先様の環境保全活動取組状況について、再度調査をお願いする場合がありま 

すので、ご協力お願いします。 

5) 法規制化学物質の更新に伴い、化学物質含有調査を実施することがありますので、 

ご協力お願いします。 

 

7. その他 

 7-1. グリーン調達ガイドラインの改訂について 

この「YOKOGAWA グループ グリーン調達ガイドライン」は新たな法律の制定や社

会情勢により予告なく改訂する場合があります。 

 7-2. 提出資料の取扱いについて 

ご提出いただいた資料は、YOKOGAWAグループ内で環境調和型製品の提供のた

めに使用させていただきます。お取引先様の許可なく外部公開は一切行いません。 

 7-3. 問合せ先 

⚫ 「グリーン調達・調査に関する問合せ」 

横河化学物質調査受付窓口 （Chem_Svy@cs.jp.yokogawa.com） 
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【付表 1】 環境保全調査書イメージ 

調達先様 環境保全調査書 

 年度  

調査書発送先様名  

調査書発送日 年 月 日 送付責任者(所属･氏名)  

 
※お寄せいただいた情報は、調達先様の環境影響評価実施以外の目的で使用することはありません｡ 

会 社 名        調査書記入責任者 

取引代表者名  氏 名  

事 業 所 名  部 署  

事業所所在地 〒 役 職  

Ｔ Ｅ Ｌ  調査日  

主な生産品目  

主な納入品目  

該当する□欄を塗りつぶすか（■）、又は記入して下さい。                

             

1.環境管理システムＩＳＯ１４００１の認証を取得していますか。 

□取得済(   年  月) ・□取得推進中(   年  月取得予定)  ・□検討中  ・□計画なし 

                 ⑨、⑩、⑪項（太枠内の項目）にご回答ください 

 

2.環境管理システムでＩＳＯ１４００１以外、又は自社システムがあれば記入して下さい。 

□取得済(  年  月) ・□取得推進中(   年  月取得予定) ・□検討中 ・□計画なし 

  取得又は取得予定のシステム名称を記入して下さい。 

   (システム名称：                   ) 

 

 

3.調査項目 

項目 
  

内容                    
 

回答欄 

○、×印をご記入下さい。(非該当は ― 印) 

①企業理

念・方針 
1)環境保全に対する企業理念がある  

2)環境保全に対する方針がある  

3)方針は文書化され、全従業員に周知し、一般の人でも入手出来る  

②組織･計画 

 

4)環境保全に対する目的(中期的)･目標(単年度)がある  

5)目的・目標達成のための組織･責任者が明確になっている  

6)目的・目標を達成するための手段･方法･実行計画が文書化されている  

③順法 7)適用となる環境保全に関連する法規制及び条例を把握し、順守している  

8)順守状況を定期的に評価している  

④ 

環

境

側

面

と

管

ｴﾈﾙｷﾞｰ 9)省エネルギー（電気、ガス、燃料等の使用量の低減）の為に目標を定め管理・ 

評価している 
 

 

 

化学物質 

10)製品の製造工程において使用禁止物質(CFC、1.1.1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ、四塩化炭素、 

ﾊﾛﾝ、HBFC)を使用していない 
 

11)製品の製造工程において使用回避物質(HCFC、臭化ﾒﾁﾙ、ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、塩化ﾒﾁﾚﾝ)を使っているが、使用抑制･削減の管理をしている 
 

廃棄物 12)廃棄物に関して環境影響を評価・管理し、改善に努力している  

13)産業廃棄物､特別管理産業廃棄物はマニフェスト管理をしている  

２項～３項⑧に
ご回答ください 
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理

･

改

善 

 

 

大気 14)大気汚染に関する影響度を評価し改善に努めている  

土壌 15)土壌汚染に関する影響度を評価し改善に努めている  

水質 16)水質汚濁に関する影響度を評価し改善に努めている  

騒音振動 17)騒音･振動に関する影響度を評価し改善に努めている  

⑤緊急事態 18)環境上の緊急事態を想定した訓練を行っている  

⑥内部監査 19)システムの運営状況を定期的に監査する仕組みがある  

⑦製品 20)製品アセスメント(省資源･省エネ型製品開発､有害物質･梱包材等の負荷低減･   

リサイクル設計･廃棄物低減等)を実施している 
 

21)製品の引き取り回収･リサイクルのしくみがある(一部の製品でも可)  

⑧教育･啓蒙 

 ･情報公開 
22)従業員に対し、環境保全の教育を実施している  

23)環境に著しい影響を及ぼす可能性のある作業に従事する者には、別途、適切な

教育訓練を実施し、受講状況を管理している 
 

24)地域において、環境保全に取り組んでいる  

25)環境保全に関する、情報を公開している  

以下太枠内の項目は、ISO14001 取得済み、又は取得推進中のお取引様がご回答ください 

⑨梱包 26)梱包材の持ち帰りなど、引き取り回収をしている  

27)梱包材は通い箱(リピート使用)を使用している  

⑩流通過程 28)社有車等にハイブリッド車などの低公害車を積極的に導入している  

29)社有車等の燃料管理を行っている  

30)アイドリングストップの励行や急発進・急ブレーキの禁止など、地球温暖化防

止に寄与する運転を義務付けている。 
 

31) 製品・資材を顧客に納入するまでの物流過程で、省エネ、省資源、廃棄物削

減につながる改善活動を継続的に実施している 
 

⑪環境活動

の成果 
32)前年度の環境目標は概ね達成している  

33)有益な環境側面の改善に取り組んでいる  

34)環境報告書または類似した書類を作成し、環境情報を外部に公開している   

 

通信欄 
 弊社への要望事項、また本調査書の項目以外で環境負荷低減のための取り組み事項などございました   

ら、お気軽にご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 


